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【業務研修会】事業環境の変化をデータと政策から学ぶ

JICC データが語る未来
小林司執行役員営業統括部長

　2025 年６月 12 日、令和 7年度定
時社員総会の後に開催した業務研修
会では、㈱日本信用情報機構（JICC）
小林司執行役員営業統括部長からデー
タの変化に見る市場の現況を、公明党
の上田勇参議院議員から当面の重要政
策を中心に現状と課題について学びま
した。

　日本信用情報機構（JICC）は貸金業法に基づ
く指定信用情報機関であり、消費者金融、クレジッ
トカード、銀行、保証会社などを網羅する業態横
断型機関として運営されています。
　ファイナンス市場は消費者向け、事業者向けと
もにサービスのアンバンドリングが進み、新たな
サービス商品による新たな市場が生まれてきてい
ます。消費者向けで興味深いのは、若者を中心と
する価値観の変化によりレンタル市場が拡大し、
与信にあたっては「真面目さ」の目利きが重視さ
れていることです。また、非金融事業者に金融機
能を提供するエンベデッド・ファイナンスが増え
ているのも最近の特徴です。
　事業者向けでは、スタートアップ向けの前払い
カードやBPSP（ビジネス・ペイメント・ソリュー
ション・プロバイダー）といったサービスが提供
され、創業間もない企業の信用蓄積に寄与してい
ます。ファクタリング事業者が拡大しているのは
認識していますが、ファクタリングを装う悪質業
者が存在するなど慎重に対応する必要があるた
め、入会には至っていません。市場が伸びている

から入会させるというものではなく、会員が情報
を安心して預けていただくために、新しい業態に
関する審査は厳格に行っていく方針です。

　法改正後、会員に占める消費者金融事業者は全
体の半分以下となる一方、銀行等及び保証事業者
が 4割に増加しました。近年は、家賃保証会社
の入会が増加し 23社にまで増えています。
　照会件数上位の 30 社を 5年前と比較すると、
消費者金融分野では SNS 系、クレジットカード
分野ではキャリア系、銀行分野ではネット銀行・
デジタルバンクがランクインしています。
　照会件数は増えていますが、成約率は緩やかな
低下が続いており、2019 年度上半期の 30.3％か
ら 2024 年度 10 月～ 2 月期の 21.9％に下降し
ました。これは、総量規制の影響もありますが、
スマホ完結型の契約形態が増えたことにより、一
度に複数の借入申し込みをする人が増えたことも
影響しています。また、法改正後の新興会員の市
場に占める割合を見ると、契約照会件数は全体の
約 1割に達していますが、登録残高は 2.9％にと
どまっている状態です。
　ノンバンク主要 3商品の登録件数・残高の動

信用情報機関から見た市場の最新トレンド



通信事業者の動きが活発化し存在感が高まってい
ることがあげられます。特にNTTドコモは、オ
リックス・クレジットを買収するなど、ノンバン
ク基盤の整備を進め事業の強化を図っていること
がうかがえます。メガバンクのリテール金融強化
の動きも注目されるところです。
　その他のトピックスとしては、不正申込み被害
の拡大が懸念されています。信用情報機関も、な
りすましによる情報開示請求が発生し、当社はマ
イナンバーカードを利用して本人確認をする仕組
みに変更したところです。
　これまでも反社取引防止として特定情報照会
サービスを提供していますが、新たに、なりすま
し・不正申込み防止のための会員申告コメント情
報サービスを、今年の秋から提供するための準備
を進めています。
　「未来への示唆や可能性」については、以下の
ように取りまとめてみました。
1. デジタル化の加速と Fintech との連携・融合、
新サービスの創出
・新たなチャネルとの連携、フルデジタル化、
UX／UI の追求によるストレスフリーな金融
体験の提供が進む。
・多様な金融サービスとの融合と、API データ
連携や決済データ等分析による、よりパーソナ
ライズされたサービス提供が進む。

2. 新たな資金需要への受け皿拡大
　・クレジットカードを保有しない層や少額ニー
　ズを持つ層の開拓が進む。
　・副業やフリーランスの増加、老後の資金ニー
　ズの多様化など、個人のライフスタイルや働き
　方の変化にフィットした商品・サービスの提供
　が進む。
3. 事業性資金ニーズへの対応広がる
　・中小企業や個人事業主の資金ニーズに迅速・
　柔軟に応える事業者が増える。
4. 競合の激化
　・新興や異業種参入で、独自性、スピード感、
　顧客対応力が差別化のカギに。
5. キャッシュレス拡大による潜在リスクの抑制
　・リボ併用者のリスクコントロールがカギに。

向を見ると、貸金（無担保融資）及びクレカ（リ
ボ・分割）は、コロナ期に需要が減少したこと
からの反動で、コロナ前の水準に比べても大
きく増加しました。2025 年 3 月末で、貸金は　　　　　　　　　　
3.4 兆円、クレカは 6兆円に伸びています。一方、
銀行カードローン（保証）の回復は遅れ、ようや
くコロナ前の水準（3.8 兆円）に戻ったところで
す。
　3商品を単体で利用している人と併用している
人では増減動向が異なり、2020 年 3月からの 5
年間で見ると、貸金・銀行カードローンを単体で

利用している人の数は減少
しており、クレカ単体利用、
貸金・クレカ併用、3商品
併用の人が増えています。
これは、キャッシュレスの
拡大とともにクレカ（リボ・
分割）の利用者が増加して

　　　　　　　　　　いるためと思われます。
　しかし一方で、クレカと他商品との併用者は、
異動参考情報の付帯率が上昇傾向にあり、留意が
必要です。
　入会が増加した家賃保証会社による家賃保証情
報の登録顧客数は約 128 万人で、2年間で約 3
倍となりました。これらの登録顧客には他の信用
情報の登録がないスーパーホワイト情報が多いた
め、借入実績のない顧客の支払履歴や実在確認が
できるので、ポジティブチェック情報として活用
できないかと研究しているところです。
　なお、この家賃保証情報は他の保証情報と同じ
取引形態コードで回答されますが、保証額やトー
タル残高から見分けることが可能です。
　BL（ビジネスローン）情報については登録情
報が少ない、とお叱りを受けているところですが、
家賃保証会社によるテナント家賃保証情報の増加
により情報量が増加しています。登録法人社数は
約 80万社となり、引き続き情報量の拡充を目指
していきます。

　リテール金融分野の大きな動きとして、まず、
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トピックス：最近の動きから今後の可能性



少数与党時代の国政運営
と金融業界の行方

上田勇参議院議員
　去年の衆議院選挙の結果、与党が過半数を占め
る構図はなくなりました。つまり、与党だけで予
算や法案を通すことはできなくなったということ
です。主要野党３党（立憲民主、維新の会、国民
民主）の一つ以上に賛成してもらわなければなら
ないため、三党とそれぞれ協議し、相手の主張を
踏まえた上で合意を形成する必要があります。
　例えば令和 6年補正予算では、国民民主の主
張する所得税減税、ガソリン暫定税率廃止を受け
入れて合意、令和 7年予算では維新の会の主張
する公立高校の無償化、社保の引き下げを受け入
れて合意、というように協議が続いています。
　個人的には、協議はメリットもあればデメリッ
トもあると感じています。メリットは、幅広い意
見を集約できることで、与党の中だけでは出てこ
ない意見を聴くことができます。また、議論によ
り修正されていくプロセスの見える化がされたた
め、透明性が増したと言えるでしょう。
　デメリットは、それぞれと協議をしなければな
らないので時間がかかることです。また、例えば
立憲民主は財政出動には積極的だが維新の会は
逆、など政策の統一性が欠如し、なかなか政策が
まとまらないこと。さらに、支出増を支持する傾
向があるため、財政規律はずいぶん緩んだような
気がします。
　それでもなんとか、ここまでは多数の合意を形
成してやってきました。
　直面する重要な政策課題は、第一に物価高への
対策です。全体の消費者物価上昇率（3.8％）に

比べ、食料（7.6％）とエ
ネルギー（6.1％）が突出
して高くなっています。エ
ネルギー価格は補助金対策
を実施しましたが、食料に
ついてはなかなか対策をす
るのが難しいところです。
その中で、米の価格が問題
になりました。第一四半期で二倍に上がったこと
に対し、適正な価格に下がるまでやるとメッセー
ジを出しているのは重要かなと思います。あらゆ
る手段をやるという強いメッセージが利き始めて
いるようです。しかし、生産コストも上がってい
ます。燃料コストと人件費が上がっているので、
その分は価格の中に入れる必要があります。
　政府は無策という批判を受けました。十分か十
分じゃないかの評価はありますが、これまでも施
策はいろいろとやってきました。低所得世帯向け
の給付金、所得税減税、課税最低限引き上げによ
る働き控えの解消などです。ただ、賃金は上がっ
てきていると言われているものの、物価高の水準
には追いついてはいないのが実態です。

　財政の問題が再び注目されています。
　金利のある世界に変わり、いくら国債を発行し
てもコスト無しだったこれまでと異なり、これか
らはコストがかかるということです。
　金利、特に長期金利が非常に上がっています。
20 年ものの超長期国債が 2.36％、10 年ものが
1.44％ということで、超長期の買い手は生保が
中心でしたが買う量を減らしています。日本の財
政に対する信用度が変わってきているのではない
か、短期的には良いが 10年後はどうか、という
ことです。実質金利はマイナスですが、こういう
状況は長くは持続可能ではないので、若干のプラ
スになるように誘導したいのが日銀の考えだと思
います。日銀は、保有国債の減額から始めていま
すが、いずれは利上げも視野に入れているでしょ
う。超緩和政策から正常に戻す努力をするのだろ
うと思っています。

6. 信頼性や透明性の向上、セキュリティ対策の
強化
　・顧客への情報提供と、適切な返済能力調査と、
　CSRへの取組みが求められる。
　・不正検知や本人認証強化など、特に非競争力
　分野において、業界全体の信頼性を高める共同
　化の取組みが進む⇒信用情報機関においては 3
　機関での共同化を検討している。

財政と金融政策などの動きについて

上田勇参議院議員 
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令和７年度定時社員総会を開催
　2025 年６月 12 日、令和 7年度定時社員総会
を東京都港区の TKP 新橋カンファレンスセン
ターで開催し、役員改選を含む全 6議案を、満
場一致で承認可決しました。
　令和 7年度の事業計画では、引き続き業界の
地位向上を目指し、1. 会員支援体制、2. 資金需
要者等の利益の保護、3. ロビー活動、4. 新たな
金融システムの探求、5.NBFA の認知度向上と

事業者向け貸金業者の社会的信用の確立のための
事業を展開します。
　第 4号議案で承認された「周年記念事業の開
催とその拠出金について」は、当協会が一般社団
法人化されてから来年の 4月で 5周年の節目を
迎えるにあたり、来期の総会時に 5周年事業を
行うものです。記念事業費として、今年度は 200
万円の拠出金を計上し、今後、記念事業積立金を
予算の可能な範囲内で積み立てし、5年ごとの記
念事業開催を目指します。

　国債費が増加するので財政が厳しくなります。
民間企業も借り入れコストが増加するリスクがあ
ります。微妙な時期に入るので注目していかなけ
ればなりません。
　その他の重要政策は、アメリカの関税政策の影
響と対策、教育費の無償化、社会保険料負担の軽
減、年金法改正が上げられます。
　アメリカの関税政策は先行きが非常に不透明で
リスクが高くなっています。自動車はメーカーに
よって対応に差が出ていると聞いています。
　教育費無償化は三党合意で決めたことです。教
育の質、施設、教員不足といった課題も来年度以
降実行していきますが、どうやって財源を見つけ
るかが重要な課題となっています。
　社会保険料負担の軽減も三党合意案件ですが、
どうやって引き下げるかは難しい問題です。年金
法改正は様々な内容があり、解決しなければなら
ない課題は少なくありません。
　金融庁提出法案については三本ありました。保

険業法の改正は、損害保険に関してビッグモー
ター事件による規制強化です。しかし、あまり規
制強化をすると普通の代理店が影響を受けるの
で、本当に大規模なところを対象としています。
　その他に、資金決済法の改正と信託業法の改正
がありました。
　金融庁以外では、法務省が民法の特例という
形で譲渡担保・所有権留保法を、中小企業庁が
2026 年度末での手形廃止を扱っています。
　ヤミ金融事案に関して、金融庁でも事案は承知
していて厳正に対処するとしていますが、実効性
を上げるために捜査当局との連携が重要です。
　総じて財政金融をめぐる状況が変化し、考え方
や金融政策が変わり目に来ていることを実感して
います。財政規律についても考え方を変えていか
なければならないでしょう。規律が緩むような状
況が続いていますが、支出をしなければいけない
ものはするとしても、財政のことも頭の片隅に置
いておかなければなりません。


